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特集：静岡県施策の動向
静岡社会健康医学大学院大学の開学

令和３年４月１日、社会健康医学に関する単科の大学院としては全国初となる、静岡社会健康医学

大学院大学が開学します。

社会健康医学とは、伝統的な公衆衛生学にゲノム医学や医療ビッグデータ解析などの新しい学術領

域を加えることで、社会における人の健康を幅広い視点から考究、社会実装する学問のことです。

本学では、公衆衛生専門職教育の国際的水準である基本５領域（疫学、医療統計学、環境健康科学、

行動医科学・ヘルスコミュニケーション学、健康管理・政策学）のみならず、関連する学術領域も含

めた幅広い学識の修得を目指します。

働きながら学べる環境を整えるだけでなく、学ぶ人の職種を限定していませんので、熱意にあふれ

る方々のチャレンジをお待ちしています。

〈静岡社会健康医学大学院大学の概要〉

項　目 内　　容

学 長 宮地 良樹（京都大学名誉教授）

研究科の構成 社会健康医学研究科　社会健康医学専攻

定 員 入学定員10人　収容定員20人

修 業 年 限 ２年　※最大４年間まで延長できる長期履修制度あり

取 得 学 位 修士（社会健康医学）

学 納 金
入学金　県内　141,000円、県外　366,600円

授業料（年額）535,800円　※県の奨学金制度あり

養 成 す る

人 材 像

・保健・医療・福祉領域の高度医療専門職（医師、看護師等）

・健康づくり実務者（保健師、管理栄養士等）

特 色

・豊富な研究実績を持つ教授陣による少人数制の授業

・仕事と学業との両立を可能にする金曜日午後と土曜日を中心とした時間割

・オンラインやオンデマンドでの遠隔授業と教育研究指導

所 在 地 静岡市葵区北安東４丁目27-２（静岡県立総合病院隣接）

Ｗｅｂサイト https://s-sph.jp

校舎完成予定図
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ＣＷＡＴの設置（社会福祉サービス確保支援事業）
１　要旨

新型コロナウイルスの感染者が福祉施設で発生した場合、人材の確保や職場環境の復旧・改善を支

援するほか、クラスターが発生した場合でも福祉サービスが継続できるよう「クラスター福祉施設支

援チーム」（ＣＷＡＴ(Cluster Welfare Assistance Team)）を設置し、応援職員を派遣する等、施設

の事業継続を支援していく。
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静岡県の令和３年度主な医療関係予算
（静岡県健康福祉部医療局）

（単位：千円）

事業名 Ｒ２当初 Ｒ３当初 Ｒ３当初予算の内容

地域医療介護

総合確保基金

関連事業費

4,457,724 6,690,860

　医療・介護サービスの提供体制の更なる充実を図るた

め、各種事業を実施します。

【地域における医療提供体制の再構築】

・病床機能分化連携促進費助成

・がん医療均てん化推進事業費助成

・地域医療機能分化等推進事業費助成

【在宅医療の推進】

・地域包括ケア推進事業費

・認知症の人をみんなで支える地域づくり推進事業費

【医療従事者の確保・養成】

・ふじのくにバーチャルメディカルカレッジ運営事業費

・ふじのくに女性医師支援センター事業費

・指導医招聘等事業費助成

・静岡県ドクターバンク運営事業費

・看護職員確保対策事業費

・看護の質向上促進研修事業費

・産科医療確保事業費

【勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業】

・地域医療勤務環境改善体制整備事業費助成

【介護施設等の整備】

・介護保険関連施設整備事業費助成

【介護従事者の確保】

・福祉人材確保対策事業費

・介護人材就業・定着促進事業費

・介護人材育成事業費

ふじのくにバ

ーチャルメデ

ィカルカレッ

ジ運営事業費

（一部再掲）

1,234,000 1,357,000

　ふじのくに地域医療支援センターが運営する「ふじの

くにバーチャルメディカルカレッジ」の取組を通じて、

本県の医師確保対策の充実・強化を図り、県内外からの

多くの医師の確保、定着と地域間の医師の偏在解消に努

めます。

・教育機能

　若手医師による次世代医師リクルーター活動ほか

・臨床機能

　専門医研修プログラム管理支援ほか

・医師配置調整機能

　医学修学研修資金利用者進路指導ほか

・医学生確保機能

　医学修学研修資金貸与（新規貸与120人：20万円／月）

※一部、地域医療介護総合確保基金を財源として実施
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令和３年度　病院向け主要助成制度一覧
（※１）　事業者欄の区分及び記号の意味は
　　　　　「独法」・・・独立行政法人国立病院機構の独立行政法人、国立大学法人等
　　　　　「公立」・・・都道府県を除く地方公共団体、地方独立行政法人
　　　　　「公的」・・・日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会
　　　　　「民間」・・・上記以外のもの
　　　　　○・・・事業者となり得る　　×・・・事業者となり得ない

（※２）　補助区分
　　　　　「直接」・・・国が事業者に直接交付する補助金
　　　　　「間接」・・・都道府県が国から交付を受け、事業者へ交付する間接補助金
　　　　　「県単」・・・県の一般財源等より交付する県単独事業

（※３）　事業区分は保健医療計画の５事業による分類

【地域医療課所管分】
事　　業　　名

【国 交 付 要 綱】
補　助　対　象

事　業　者（※１） 補助基準額等 補助率
補助
区分

（※２）

事業
区分

（※３）

事業
種別

救命救急センター運営事業 救命救急センターの運営に必要な経費
（給与費、経費等）

三位一体改革により（H18から公立は対象外）

施設運営
※黒字病院は1/2 30床 171,675千円

2/3
（国1/3 県1/3） 間接 救急 運営費

ドクターカー運転手 4,701千円
在日外国人にかかる未収金
1人1ヶ月20万円を超える額

独法 都道府県 公立 公的 民間 専門医加算 13,272千円
【医療提供体制推進事業費補助金】 × × × ○ ○ 小児専用加算 55,995千円

小児救命救急センター運営事業 小児救命救急センターの運営に必要な経
費（給与費、経費等） １箇所当たり　　202,607千円

研修加算　　　　　9,007千円
1/3

（国） 間接 救急 運営費独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

小児集中治療室医療従事者研修事業 小児集中治療室における研修事業に必要
な給与費、需用費等

１箇所当たり 　　12,612千円 1/2
（基金） 県単 救急 運営費独法 都道府県 公立 公的 民間

【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
ドクターヘリ導入促進事業 ドクターヘリの運航に要する経費（運航

委託経費、人件費、運航調整委員会経費）
ドクターヘリ運航委託経費
　位置情報把握システム対応 228,696千円
　位置情報把握システム未対応 226,896千円
搭乗医師･看護師確保経費 17,484千円
運航連絡調整員確保経費 1,942千円
運航調整委員会経費 3,533千円
レジストリ構築経費 1,086千円

10/10
（国1/2 県1/2） 間接 救急 運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

救急救命士病院実習受入促進事業 病院の開設者が行う救急救命士の病院実
習（気管挿管病院実習、就業前教育、再
教育）受入事業

１箇所当たり1,369千円

10/10
（国1/2 県1/2） 間接 救急 運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

救急患者退院コーディネーター事業 救急患者退院コーディネーターの確保に
必要な給与費、委託料

１箇所当たり9,724千円×事業月数/12
1/3

（国1/3） 間接 救急 運営費独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

休日夜間急患センター施設・設備整備
事業

休日夜間急患センターとして必要な施設
整備費及び医療機器等の備品購入費

施
設

人口10万人以上 150㎡×173.2千円 0.33
（国）

間接 救急 施設
設備

人口5～10万人 100㎡×173.2千円
【医療提供体制施設整備交付金】 独法 都道府県 公立 公的 民間 設

備
人口10万人以上 4,400千円 2/3

（国1/3 県1/3）【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ × × ○ ○ 人口5～10万人 3,300千円
病院群輪番制病院施設・設備整備事業 病院群輪番制病院として必要な施設整備

費及び医療機器等の備品購入費 施
設

新築、増改築 150㎡×245.6千円
0.33

（国）

間接 救急 施設
設備

心臓病専用病室 30㎡×245.6千円
脳卒中専用病室 30㎡×245.6千円

設
備

医療機器 22,000千円
2/3

（国1/3 県1/3）【医療提供体制施設整備交付金】 独法 都道府県 公立 公的 民間 心臓病専用機器 6,285千円
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ × × ○ ○ 脳卒中専用機器 6,285千円

救命救急センター施設・設備整備事業 救命救急センターとして必要な施設整備
費及び医療機器等の備品購入費 施

設

センター施設 2,300㎡×245.6千円
0.33

（国）

間接 救急 施設
設備

脳卒中専用病室 60㎡×245.6千円
ヘリポート 76,960千円

設
備

センター医療機器 256,300千円

2/3
（国1/3 県1/3）

心臓病機器 62,856千円
脳卒中機器 62,856千円
ドクターカー 58,737千円

【医療提供体制施設整備交付金】 独法 都道府県 公立 公的 民間 心電図受信装置 2,774千円
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ × × ○ ○ 無線装置 1,100千円
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事　　業　　名
【国 交 付 要 綱】

補　助　対　象
事　業　者（※１） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※２）

事業
区分

（※３）

事業
種別

高度救命救急センター設備整備事業 高度救命救急センターとして必要な医療
機器の備品購入費

広範囲熱傷用医療機器 88,000千円

2/3
（国1/3 県1/3） 間接 救急 設備

指肢切断用医療機器 8,542千円
独法 都道府県 公立 公的 民間 急性中毒用医療機器 32,039千円

【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ × × ○ ○ ―
基幹災害拠点病院及び地域災害拠点病
院施設・設備整備事業

基幹災害拠点病院及び地域災害拠点病院
として必要な施設・設備整備事業

基
幹
施
設
・
設
備

施設補強 2,300㎡×42.7千円 0.5（国）

間接 災害 施設
設備

備蓄倉庫 158,104千円

0.33
（国）

自家発電装置 149,535千円
受水槽 137,802千円
研修部門 121,620千円
ヘリポート 142,584千円
給水設備 64,800千円
燃料タンク 29,883千円

医療機器等 32,039千円 2/3
（国1/3 県1/3）

地
域
施
設
・
設
備

施設補強 2,300㎡×42.7千円 0.5（国）
備蓄倉庫 44,594千円

0.33
（国）

自家発電装置 149,535千円
受水槽 137,802千円
ヘリポート 76,960千円
給水設備 64,800千円
燃料タンク 29,883千円

【医療提供体制施設整備交付金】 独法 都道府県 公立 公的 民間
医療機器等 19,224千円 2/3

（国1/3 県1/3）【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ × × ○ ○
医療施設等耐震整備事業 医療施設耐震整備として必要な新築、増

改築に伴う補強及び既存建物に対する補
強に要する施設整備費
＜対象施設＞
・救命救急センター、病院群輪番制病院等
・Is値0.3未満の建物を有する病院の開設者

・補強が必要と認められるもの
　基準面積　2,300㎡×42,700円

・新築、増改築
ア　Is値0.4未満の救命救急センター等
イ　Is値0.3未満の病院
　基準面積　2,300㎡×202,800円

0.5
（国） 間接 災害 施設

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制施設整備交付金】 ○ × × △ ○

へき地医療対策事業 へき地における医療提供体制の確保に必
要な経費（へき地医療拠点病院運営費、
へき地患者輸送車（艇）運行事業）

・へき地医療拠点病院運営費
　へき地医療活動経費
　　医師：61,000円×延日数
　　その他：25,000円×延日数
　医療費…医療に要した実支出額　等

10/10
（国1/2 県1/2）

間接 へき地 運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間 ・へき地患者輸送車（艇）運行事業
　　基準額：765千円

1/2
（国）【医療施設運営費等補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

へき地医療拠点病院設備整備事業 へき地医療拠点病院として必要な医療機
器等の備品購入費

医療機器　　　　　　55,000千円
歯科医療機器等　　　27,500千円 10/10

（国1/2 県1/2） 間接 へき地 設備独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療施設等設備整備費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

へき地診療所設備整備事業 へき地診療所として必要な医療機器等の
備品購入費

医療機器　　　　　　16,500千円
1/2

（国） 間接 へき地 設備独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療施設等設備整備費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

へき地患者輸送車（艇）整備事業 へき地患者輸送車（艇）の整備事業 患者輸送車
　　マイクロバス　　2,829千円
　　ワゴン車　　　　1,474千円

※市町等
の場合

1/2
（国）

間接 へき地 設備
独法 都道府県 公立 公的 民間 ※へき地診療

所等の場合
10/10

（国1/2 県1/2）【医療施設等設備整備費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○
へき地医療施設設備整備促進事業 市町、一部事務組合、公的団体が行うへ

き地の医療施設に必要な医療機器等の備
品購入費

施設
対象 基準面積 基準単価

1/2
（県） 県単 へき地 施設

設備

病院 1,000㎡ 等 214.6千円
診療所 160㎡ 等 160.9千円

設備
対象 補助基準額

独法 都道府県 公立 公的 民間 病院 100,000千円
× × ○ ○ × 診療所 50,000千円

総合周産期母子医療センター運営事業 総合周産期母子医療センター運営事業に
必要な経費（給料、手当、旅費、需用費、
役務費、委託料、使用料、備品購入費、
減価償却費等）

MFICU民間：6,111千円／床
MFICU公立：2,236千円／床
NICU民間：3,693千円／床
GCU民間：1,758千円／床
母体救命強化加算：17,917千円
麻酔科医配置加算：13,103千円
臨床心理技術者配置加算：5,966千円

1/3
（国） 間接 周産期 運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○
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事　　業　　名
【国 交 付 要 綱】

補　助　対　象
事　業　者（※１） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※２）

事業
区分

（※３）

事業
種別

地域周産期母子医療センター運営事業 地域周産期母子医療センター運営事業に
必要な経費（給料、手当、旅費、需用費、
役務費、委託料、使用料、備品購入費、
減価償却費等）

MFICU民間：11,423千円／床
MFICU公立：7,923千円／床
NICU民間：9,066千円／床
NICU公立：5,772千円／床
GCU民間：2,513千円／床
GCU公立：915千円／床　
母体救命強化加算：17,917千円／ヶ所
麻酔科医配置加算：13,103千円
臨床心理技術者配置加算：5,966千円

1/3
（国） 間接 周産期 運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

新生児医療担当医確保支援事業 新生児担当医に対する手当 1入院当たり10,000円
1/3

（基金）

県単 周産期 運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○

産科医等育成支援事業 産科の専攻医に対する手当 研修医1人50,000円／月
1/3

（基金） 県単 周産期 運営費独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○

産科医等確保支援事業 産科医・助産師に対する分娩取扱手当 1分娩当たり 10,000円
加算：1帝王切開当たり 10,000円 1/3

（基金） 県単 周産期 運営費独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○

産科医療施設等整備事業 分娩を取り扱う病院、診療所及び助産所
の新築、増築、改築及び改修等の施設（分
娩室、病室、宿泊施設等）及び設備（分
娩台、超音波診断装置、分娩監視装置等）
に対する助成

施設
対象 基準面積 基準単価

1/2
（国） 間接 周産期 施設

設備

診療部門 194㎡ 220.0千円等
宿泊施設 室数×40㎡ 245.3千円等

設備 　17,035千円【医療施設等施設整備費補助金】 独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療施設等設備整備費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

周産期医療施設施設・設備整備事業 周産期医療施設の施設整備及び医療機器
等の備品購入費 施設

基準面積 基準単価 0.33
（国）

間接 周産期 施設
設備

300㎡ 220,000円
【医療提供体制施設整備交付金】 独法 都道府県 公立 公的 民間

設備
周産期医療機器 31,975千円 2/3

（国1/3 県1/3）【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ × × ○ ○ ドクターカー 32,039千円
小児救急医療支援事業 市町が実施する小児救急医療支援事業に

必要な経費（給与費等）
区分 基準額 算出方法

2/3
（基金） 県単 小児 運営費

休日
A,B 26,310円

×診療日数

Ｃ 13,150円
夜間 26,310円

Ｈ17末で県単付増廃止 夜間加算 19,782円
独法 都道府県 公立 公的 民間 電話相談加算 14,838円

【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○ オンコール 13,570円
小児医療施設施設・設備整備事業 小児医療施設の施設整備及び医療機器等

の備品購入費 施設
基準面積 基準単価 0.33

（国）
間接 小児 施設

設備
800㎡ 220,000円

【医療提供体制施設整備交付金】 独法 都道府県 公立 公的 民間
設備 小児医療機器 26,400千円 2/3

（国1/3 県1/3）【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ × × ○ ○
小児集中治療室施設・設備整備事業 小児専門集中治療室として必要な施設・

設備整備事業 施設 20㎡×病床数×245,600千円 0.33
（国）

間接 小児 施設
設備独法 都道府県 公立 公的 民間

設備 11,550千円 1/3
（国1/3）【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ △ △ ○ ○

小児救急遠隔医療設備整備事業 小児救急遠隔医療の実施に必要なテレパ
ソロジー、テレラジオロジー、テレビ電
話等のコンピューター及び付属機器等の
購入費

小児救急遠隔画像診断装置 基準額

3/4
（国1/2 県1/4） 間接 小児 設備

支援側医療機関 25,073千円

依頼側医療機関
病　院 29,159千円
診療所 23,104千円

（支援側、依頼側のいずれか一方が他方を含む
整備を行い、かつ、他方に機器を貸与する場
合は、１と２の合計額とすることができる。）

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○

病床機能分化促進事業 ・地域包括ケア病床及び回復期リハビリ
テーション病床の転換に必要な施設整備
費及び医療機器等の備品購入費

・病床最適化に取り組む病院に対しては
基準面積を増やして増改築を支援（病床
転換を行わない場合でも基準単価を減じ
て支援）

施
設

改
修

補助単価 245,600円/㎡

1/2
（基金） 県単 在宅 施設

設備

基準面積 6.4㎡/床
病床上限 60床

増
改
築

補助単価 245,600円/㎡
（病床転換無し） 220,000円/㎡
基準面積 25㎡/床

病床上限 120床（公的・
公立240床）

設
備

へき地　1箇所当たり：100,000千円

へ
き
地
以
外

医療機器 22,000千円
心臓病専用機器 6,285千円
脳卒中専用機器 6,285千円

独法 都道府県 公立 公的 民間 医学的リハ機器 11,000千円
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○ 心電図受信装置 2,774千円
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事　　業　　名
【国 交 付 要 綱】

補　助　対　象
事　業　者（※１） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※２）

事業
区分

（※３）

事業
種別

共同利用施設施設・設備整備事業 施設：共同利用施設として必要な特殊診
療棟、開放型病棟の新築、増改築
に要する工事費又は工事請負費

設備：共同利用施設として必要な医療機
器の購入費

施
設

基
準
面
積

特殊診療棟 300㎡

0.33
（国）

間接 その他 施設
設備

開放型病棟
（50床を

限度）

13.88㎡×一般病床
（耐火構造）

12.56㎡×一般病床
（ブロック･木造）

基
準
単
価

鉄筋コンクリート
診療棟 245.6千円
病　棟 220.0千円

基準額＝基準面積×基準単価

設
備

地域医療支援病院
　１か所当たり220,000千円
　（下限額：１品につき1,000千円）

2/3
（国1/3 県1/3）

それ以外
　１か所当たり220,000千円
　（下限額：１品につき1,000千円）

1/3
（国1/3）

【医療提供体制施設整備交付金】 独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制推進事業費補助金】 ○ △ △ ○ ○

医療施設近代化施設整備事業 医療施設の患者の療養環境、医療従事者
の職場環境、衛生環境の改善及び患者サ
ービスの向上につながる新築、増改築及
び改修に要する工事費又は工事請負費

※補助対象：精神科病院のみ（H30～）
※平成31年度以降事業改変可能性あり
　（国庫事業）

平成14年度新規事業より県費付け増し補助を廃止

基準額＝基準面積×基準単価
※電子カルテシステム整備時は605千円／床を加算

0.33
（国） 間接 その他 施設

　　　※R1より病院に対する助成は、
　　　　下記に限定。
　　　　・精神病棟
　　　　・結核病棟
　　　　・療養環境

１　病棟部分基準面積
病棟面積/床≧18㎡

25㎡×整備後の整備区域の病床数
病室面積/床≧6.4㎡
病棟面積/床≧16㎡

22㎡×整備後の整備区域の病床数
病室面積/床≧5.8㎡

２　基準面積
（加算部分）

病床削減数
＜20％ ≧20％

加算条件を
満たす場合

15㎡×整備後
の整備区域の
病床数

25㎡×整備後
の整備区域の
病床数

３　基準単価（千円）
鉄筋コンクリート

病　　院 220.0千円

整備区域の整備後の病床数150床を限度（公
的医療機関及び持分のない法人は300床を
限度とする。）

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制施設整備交付金】 ○ × × ○ ○

医療機器管理室施設整備事業 医療機器管理室として必要な新築、増改
築及び改修に要する工事費又は工事請負
費

基準面積：80㎡
基準単価：245.6千円
補助基準額＝基準面積×基準単価

0.33
（国） 間接 その他 施設

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療提供体制施設整備交付金】 ○ × × × ○

研修医のための研修施設 研修棟として必要な講義室、討論室、図
書・視聴覚部門、仮眠室、管理部門、倉
庫等の新築又は増改築に要する工事費又
は工事請負費

　　基準面積：研修医数×30㎡
　　　　　　　（1,000㎡を限度）
基準額＝基準面積×基準単価
基準単価：245.6千円

1/2
（国） 直接 その他 施設

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療施設等施設整備費補助金】 △ × × × ○

遠隔医療設備整備事業
　

病理画像、Ｘ線画像等を遠隔地の医療機
関に伝送し、専門医の助言による適切な
対応を可能にする遠隔医療の実施に必要
なコンピューター及び附属機器等の購入
費

（単位：千円）

1/2
（国） 間接 その他 設備

遠隔画像診断装置 基準額 下限額

遠隔病理
診断

支援側 4,598 

150
依頼側 14,198 

遠隔画像診
断及び助言

支援側 16,390 
独法 都道府県 公立 公的 民間 依頼側 14,855 

【医療施設等設備整備費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○ 在宅患者用遠隔診療装置 8,250 
有床診療所等スプリンクラー設備等施
設整備事業

有床診療所等に対するスプリンクラー等
設備の整備に必要な経費

パッケージ型
スプリンクラー 1㎡当たり23.2千円

1/2
（国） 間接 その他 施設

消防法施行令第32条
適用施設 1㎡当たり22.6千円

独法 都道府県 公立 公的 民間
自動火災報知設備 1施設当たり1,050千円

【医療施設等施設整備費補助金】 ○ ○ ○ ○ ○
自動車事故対策事業 自動車の運行の安全確保に関する事業、

自動車事故による被害者の援護に関する
事業に要する医療機器整備費

補助限度額

1/8
（国） 直接 その他 設備

高額医療機器
1品で60,000千円以上 20,000千円

独法 都道府県 公立 公的 民間 通常医療機器
合計で60,000千円以上 10,000千円

○ ○ ○ ○ ○
研修管理委員会等支援事業（基本領域） 基本領域プログラム（静岡県医療対策協

議会医師確保部会が承認した基本領域専
門研修プログラム（一般社団法人日本専
門医機構が認定したものに限る。））の管
理・運営を行う事業
・報償費、旅費、需用費、役務費、使用
料及び賃借料

１プログラム当たり　30万円 10/10
（県10/10） 県単 その他 運営費
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事　　業　　名
【国 交 付 要 綱】

補　助　対　象
事　業　者（※１） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※２）

事業
区分

（※３）

事業
種別

研修管理委員会等支援事業（その他領
域）

基本領域プログラム以外の専門研修プロ
グラム（静岡県医療対策協議会医師確保
部会が承認したものに限る）の管理運営
を行う事業（参加者の専門医の取得のた
めに必要な経費）
・報償費、旅費、需用費、役務費、使用
料及び賃借料

１プログラム当たり　30万円 10/10
（県10/10） 県単 その他 運営費

指導医招聘・研修環境整備助成 県東部地域の専門医研修病院（県立病院、
医学を履修する課程を置く大学に付属す
る病院等を除く）が、他の医療機関から
新たに１年以上雇用することを条件とし
て常勤指導医を招聘し（専門医研修を行
う標榜診療科内の常勤医師数が前年度を
上回る場合に限る。）、専門研修医等の研
修環境を整備するための事業
・旅費、役務費、報償費、需用費、使用
料及び賃借料、備品購入費、負担金

１施設当たり　500万円 10/10
（県10/10） 県単 その他 運営費

【地域医療介護総合確保基金】
指導医資質向上助成 基本領域プログラム（静岡県医療対策協

議会医師確保部会が承認したものに限
る）の基幹施設が、専門研修医等への指
導のため、指導医（専門研修プログラム
におけるプログラムリーダーを除く）の
指導技術を向上させるための事業
・報償費、旅費、需用費、役務費、使用
料及び賃借料、備品購入費、負担金

１施設当たり　30万円 10/10
（県10/10） 県単 その他 運営費

【地域医療介護総合確保基金】
医師偏在解消推進事業費助成 医師少数区域（賀茂圏域、富士圏域、中

東遠圏域）に存する医療機関が支出する、
免許取得後3～7年目で、国の認定※を受
けた医師の下記の経費

・研修の受講料及び旅費、医学用図書購
入費等

※令和２年４月から、厚生労働大臣が医
師少数区域等における医療に関する経験
を認定

認定を受けた医師１人当たり
・研修受講料　　10千円×勤務月数
・旅費（県内）　　2千円×勤務月数
・旅費（県外）　 12千円×勤務月数
・備品費（図書）54千円 等

10/10
（国1/2）
（県1/2）

間接 その他 その他

看護職員専門分野研修事業 日本看護協会から認定看護師教育課程の
認定を受けた者
・県立静岡がんセンター

受講生１人当たり　　　98千円

定額 県単
医療人
材の確
保

運営費
独法 都道府県 公立 公的 民間

【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
看護師勤務環境改善・宿舎整備事業費
助成

ナースステーションや看護師宿舎の整備
を行う病院

看護
師勤
務環
境改
善施
設整
備事
業

補助
対象

ナースステーション、カンファレ
ンスルーム、処置室等の新築、増
改築及び改修に要する工事費又
は工事請負費

0.33（へき地
病院の場合は

0.5）
県単

医療人
材の確
保

施設

基準
面積
等

看護単位数×基準面積50㎡と整
備面積（延床面積）を比較して
少ない方×単価（鉄筋コンクリ
ート造：159,900円、ブロック造：
139,700円）
ナースコール更新付設の場合･･･
建築単価114,200 円上乗せ

看護
師宿
舎施
設整
備事
業

補助
対象

看護師宿舎の個室整備に伴う新
築、増改築及び改修に要する工事
費又は工事請負費（バルコニー、
廊下、階段等共通部分を含む）

基準
面積
等

看護師×基準面積33㎡と整備面
積（延床面積）を比較して少ない
方×単価（鉄筋コンクリート造：
178,500円、ブロック造：156,000円）

独法 都道府県 公立 公的 民間
○ × × × ○

【地域医療介護総合確保基金】 ＊地方独立行政法人は対象外。
看護師特定行為研修派遣費助成 看護師を特定行為研修機関に派遣し、そ

の入学金等を負担した病院又は訪問看護
ステーション等

１施設当たり　　　440千円

（対象経費：看護師を受講させる指定研修
機関の入学金、受講料を病院等が負担した
場合のその経費。）

1/2 県単
医療人
材の確
保

運営費
独法 都道府県 公立 公的 民間

【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
認定看護師教育課程派遣研修費助成 看護師を認定看護師教育課程に派遣し、

その入学金等を負担した300床未満の病
院又は訪問看護ステーション等（認知症
疾患医療センターが認知症分野の認定看
護師教育課程に職員を派遣する際には病
床数制限なし。）

１施設当たり　　　730千円

（対象経費：看護師を受講させる指定研修
機関の入学金、受講料を病院等が負担した
場合のその経費。） 1/2 県単

医療人
材の確
保

運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
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事　　業　　名
【国 交 付 要 綱】

補　助　対　象
事　業　者（※１） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※２）

事業
区分

（※３）

事業
種別

研修派遣機関代替職員費助成 特定行為研修及び認定看護師教育課程に
職員を派遣中に代替職員を雇用する300
床未満の病院又は訪問看護ステーション
等（認知症疾患医療センターが認知症分
野の認定看護師教育課程に職員を派遣す
る際には病床数制限なし。）

補助基準額　　　179.2千円/月

補助対象上限月数
・特定行為研修：12ヶ月
・認定看護師教育課程：7ヶ月 1/2 県単

医療人
材の確
保

運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○

特定行為研修運営費等助成 特定行為研修指定研修機関の協力施設 区分 対象経費 補助基準額

10/10 県単
医療人
材の確
保

運営費
初度整備 賃金、報償費、

旅費、需用費等 2,000千円

独法 都道府県 公立 公的 民間
運営経費 賃金、報償費 2,000千円

【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
看護職員確保対策事業のうち
　新人看護職員研修

●新人看護職員研修
自施設において国の「新人看護職員ガイ
ドライン」に沿った卒後臨床研修を実施
する病院

●医療機関受入研修
新人看護職員研修を独自で実施できない
病院等の新人看護職員を受け入れて研修
を実施する病院

●新人看護職員研修
<新人研修経費>

（対象経費：人件費、報償費、旅費、需要費、
役務費、使用料等）
１人の時　　　　　　　440千円
２人以上の時　　　　　630千円

（ただし、新人保健師・新人助産
師のいずれかを含む場合776千円、
この両方を含む場合922千円）

<教育担当者研修>
（対象経費：謝金、人件費、手当）
新人５人ごとに　　　　215千円
　　　　　　　　　　　（上限70人）

●医療機関受入研修
1～4人　113千円
5～9人　226千円

10～14人　566千円
15～19人　849千円

20人以上　1,132千円

1/2 県単
医療人
材の確
保

運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○

病院内保育所運営費助成 病院内保育所を運営する民間及び公的病
院

補助額={（補助基本額-保育料相当額）×
調整率+加算額}×補助率

<規模の基準>

2/3 県単
医療人
材の確
保

運営費

保育児童数 保育時間数 保育士数
A型 １人以上 ８時間以上 ２人以上
B型 10人以上 10時間以上 ４人以上
C型 30人以上 10時間以上 10人以上
※利用者から保育料金月額1万円以上徴収
が必要
<補助基準額>
A型 225,600円×保育士2人×12月=5,414,400円
B型 225,600円×保育士4人×12月=10,828,800円
C型 225,600円×保育士6人×12月=16,243,200円
<保育料相当額>
A型 24,000円×4人×12月=1,152,000円
B型 24,000円×10人×12月=2,880,000円
C型 24,000円×18人×12月=5,184,000円
<加算額>
24時間保育 23,410円×運営日数
病児等保育 201,000円×運営月数
　　（延利用人数年10人以上の場合
　　　　　　　243,000円×運営月数）
緊急一時保育 20,720円×運営日数
児童保育 10,670円×運営日数
　　 ただし、小学生に限る
休日保育 11,630円×運営日数
延長保育 1,640円×運営時間
　　 ただし、通常開所時間（11時間）を超える保育。
<調整率>
負担能力指数=補助を受けようとする年度
の前々年度の病院決算における当期剰余金
／補助を受けようとする年度の病院内保育
所運営費に係る設置者負担金
ただし、病院内保育所設置後3年を経過し
ない病院には調整率は適用しない。
負担能力指数 調整率
5未満 1.0 

独法 都道府県 公立 公的 民間 5以上20未満 0.8 
【地域医療介護総合確保基金】 ○ × × ○ ○ 20以上 0.6 
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事　　業　　名
【国 交 付 要 綱】

補　助　対　象
事　業　者（※１） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※２）

事業
区分

（※３）

事業
種別

医療従事者確保支援事業費助成のうち へき地拠点病院のうち過疎地域、振興山
村指定地域又は離島若しくはこれらの地
域を含む人口1万人以下の市町に所在す
る病院

対象経費：生徒・学生を対象とした病院体
験事業に要する経費

補助基準額　1病院当たり 400千円 1/2 県単
医療人
材の確
保

運営費

看護職員等へき地医療機関就業促進事業費助成

独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○

医療勤務環境改善事業費補助金 ①～③を全て満たす県内病院（ただし県
立は除く）
①厚労省の「医療勤務環境改善マネジメ
ントシステムに関する指針」に基づく改
善計画を、ふじのくに医療勤務環境改善
支援センターの支援を受けて作成する病
院
②改善計画に定めた事項を適切かつ継続
的に実施する病院
③これまでに当該補助金を受けていない
病院

対象経費：
・働き方・休み方改善
　勤怠管理システムの整備、医療クラーク
の配置に係る研修　等
・働きやすさ確保のための環境整備
　相談窓口設置に係る備品整備　等
・働きがいの向上
　復職支援に係る研修　等

補助基準額　１病院当たり 6,000千円

1/2 県単
医療人
材の確
保

その他

独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ × ○ ○ ○

地域医療勤務環境改善体制整備事業費
補助金

以下の要件を満たす医療機関
①救急車受入台数
1,000件以上2,000件未満/年
ほか
②時間外・休日労働
月80時間超の医師を１人以上雇用 ほか

医療機関が策定する「勤務医の負担の軽減
及び処遇の改善に資する計画」に基づく総
合的な取組に要する経費
ハード：ＩＣＴ機器　ほか
ソフト：医師事務作業補助者研修費　ほか

稼働病床数×133千円

ハード：9/10
ソフト：10/10 県単

医療人
材の確
保

その他

独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○

【疾病対策課所管分】
事　　業　　名

【国 交 付 要 綱】
補　助　対　象（※１）
事　　業　　者（※２） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※３）

事業
区分

（※４）

事業
種別

がん診療連携拠点病院等機能強化事業 がん診療連携拠点病院及び地域がん診療
病院のがん医療提供に必要な経費

補助基準額

10/10
（国1/2,県1/2） 間接 その他 運営費

都道府県がん診療連携拠点病院 22,000千円
地域がん診療連携拠点病院 11,000千円
地域がん診療病院 5,500千円

独法 都道府県 公立 公的 民間
【感染症予防事業費等国庫補助金】 × ○ ○ ○ ○

がん医療均てん化推進事業費助成 施設：がん診療拠点病院等が機能強化の
ために必要な治療施設の新築、増
改築等に要する工事費又は工事請
負費

設備：がん診療拠点病院等が機能強化の
ために必要な治療設備・機器の整
備に要する事業費

施
設

基準単価 195,800円

1/2
（基金） 県単 その他 施設

設備

がん診療連
携拠点病院

面
積
基
準

低侵襲医
療施設

400㎡がん診療連携拠
点病院以外の
国・県指定病院

放射線治
療施設

がん相談支援セン
ター、国・県指定
病院以外の病院

化学療法
施設 300㎡

補助基準額＝基準面積×基準単価

設
備

地域の基幹と
なるがん診療
連携拠点病院

ゲノム医療、希少
がん・難治性がん
治療設備・機器

339,160千円

がん診療連
携拠点病院

低侵襲医療設
備・機器

がん診療連携拠
点病院以外の
国・県指定病院

放射線治療設
備・機器

がん相談支援セン
ター、国・県指定
病院以外の病院

化学療法、緩和ケア
等設備・機器

（下限額：１品100千円）
独法 都道府県 公立 公的 民間

【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
第一種感染症指定医療機関運営事業 第一種感染症指定医療機関の運営に必要

な経費（需用費、役務費等）
１床当たり　　4,629千円 10/10

（国1/2 県1/2） 間接 その他 運営費
独法 都道府県 公立 公的 民間

【医療施設運営費等補助金】 ○ ○ ○ ○ ○
第二種感染症指定医療機関運営事業 第二種感染症指定医療機関の運営に必要

な経費（需用費、役務費等）

第二種感染症指定医療機関（10病院） １床当たり　　1,543千円 10/10
（国1/2 県1/2） 間接 その他 運営費

独法 都道府県 公立 公的 民間
【医療施設運営費等補助金】 ○ ○ ○ ○ ○
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事　　業　　名
【国 交 付 要 綱】

補　助　対　象（※１）
事　　業　　者（※２） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※３）

事業
区分

（※４）

事業
種別

感染症外来協力医療機関設備整備事業 感染症外来協力医療機関の設備を購入す
るために必要な備品購入費

（個人防護具購入費用）

新型インフルエンザ等協力医療機関等
（44病院）

上限金額１セットあたり3,600円
（知事が認めた数）

10/10
（国1/2 県1/2） 間接 その他 運営費

【保健衛生施設等施設・設備整備費
 国庫補助金】

独法 都道府県 公立 公的 民間
○ ○ ○ ○ ○

結核患者収容モデル病室 事業の実施主体が設置する結核患者収容
モデル病室の施設整備のために必要な工
事費又は工事請負費及び工事事務費 厚生労働大臣の認めた額 10/10

（国） 直接 その他 施設
【保健衛生施設等施設・設備整備費
 国庫補助金】

独法 都道府県 公立 公的 民間
× ○ ○ ○ ○

エイズ治療拠点病院 施設：エイズ治療拠点病院の施設の整備
のために必要な工事費又は工事請負費及
び工事事務費

設備：全国のエイズ治療拠点病院をネッ
トワークでつなぐために必要な部品購入
費及び患者モニター装置等、診療を行う
ために必要な機器及び剖検台を購入する
ために必要な備品購入費

施
設

個室整備 1室当たり30,000千円

1/2
（診療ネットワ

ークのみ国
10/10）

直接 その他 施設
設備

剖検室改修 1室当たり21,000千円

相談指導室 1施設当たり5,000千円

エイズ専用
外来診療室 1施設当たり5,000千円

【保健衛生施設等施設・設備整備費
 国庫補助金】

独法 都道府県 公立 公的 民間 設
備

診療ネットワーク 1施設当たり5,933千円
× ○ ○ ○ ○ その他 厚生労働大臣が認めた額

【健康増進課所管分】〔参考〕
事　　業　　名

【国 交 付 要 綱】
補　助　対　象（※１）
事　　業　　者（※２） 補助基準額等 補助率

補助
区分

（※３）

事業
区分

（※４）

事業
種別

訪問看護ステーション設置促進事業 訪問看護ステーションの新規設置に要す
る事業の初年度に必要な設備整備費等

＜補助対象者＞
訪問看護ステーションの開設者

１箇所当たり：4,200千円 1/2
（基金） 県単 在宅 その他

【地域医療介護総合確保基金】
訪問看護提供体制充実事業 新任訪問看護師育成のための同行研修に

係る研修担当看護師の人件費等

＜補助対象者＞
訪問看護ステーションの開設者

基準額：180,800円×雇用月数
　　　　（上限３か月）

1/2
（基金） 県単 在宅 その他

【地域医療介護総合確保基金】
訪問看護出向研修支援事業 病院看護師の訪問看護ステーションへの

出向研修に係る人件費等

＜補助対象者＞
・回復期リハ病床又は地域包括ケア病床
を有する病院の開設者
・地域医療支援病院（県総除く）の開設者

病院 出向者に係る
人件費

1病院当たり
4,200千円

1/3
（基金）

県単 在宅 その他
訪問看護
ステーション

出向研修に係る
費用（役務費、

需用費、使用料）

1施設当たり
100千円

10/10
（基金）

【地域医療介護総合確保基金】
特殊歯科診療機能強化研修事業 認知症や障害等により著しく歯科診療が

困難な者に対する診療技術を、地域の歯
科医師が修得するために開催する診療参
加型実地研修に要する経費

※静岡県歯科医師会と共同で実施する病
院に対して助成

実地研修１回当たり　　82千円 10/10
（基金） 県単 在宅 運営費

【地域医療介護総合確保基金】
要配慮者等歯科診療連携体制構築事業 要配慮者に対する歯科診療連携体制の構

築を図るための協議会等に必要な経費
基準額：712千円 10/10

（基金） 県単 在宅 運営費独法 都道府県 公立 公的 民間
【地域医療介護総合確保基金】 ○ ○ ○ ○ ○
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新型コロナウイルス感染症関係予算
〈医療機関向け事業〉  ◎国直接　○県執行　●県単独

区 分 事　　業　　名 支　援　内　容

病床確保

○新型コロナ感染症対策事業（空床補償）＋一部県

単独

◎入院医療機関への緊急支援（予備費）

・患者を受け入れる病床確保のための支援

・入院患者を受入れる医療機関の受入体制強化

診療報酬 ◎診療報酬の特例的な対応

・重症・中等症の診療報酬を３倍に引き上げ

・回復患者の転院支援、小児科等への支援

・入院・医科外来等感染症対策実施加算

病 院、

診療所へ

の支援金

◎診療・検査医療機関の感染拡大防止等支援
・診療・検査医療機関（発熱等診療医療機関）への

支援

機器整備

資材提供

○重点医療機関設備整備事業

○入院医療機関設備整備事業

○帰国者・接触者外来設備整備事業

○救急・周産期・小児医療体制確保事業

○検査機器等整備事業

◎医療用物資の確保・医療機関等への配布等

・血液浄化装置、ＣＴ、生体モニター　　　　等

・人工呼吸器、簡易陰圧装置、簡易診察室　　等

・空気清浄機、パーテーション、簡易ベット　等

・簡易陰圧装置、簡易診察室、消毒経費　　　等

・ＰＣＲ検査機器、等温遺伝子増幅装置　　　等

・マスク、個人防護服、手袋　　　　　　　　等

そ の 他

○医師・看護師等派遣の支援

○医療機関、継続・再開支援事業（消毒経費等）

○医療従事者宿泊施設確保事業

●代替職員確保事業

・感染拡大防止のためDMAT、FICT派遣事業

・休業・縮小した医療機関への消毒経費　等

・宿泊施設確保経費

・産休代替職員の賃金

〈入院患者受入医療機関支援〉

区 分 空床補償（R2.4〜） 緊急支援（R2.12.25〜） 機器整備（R2.4〜）

重 点

医療機関

特定機能

病院

ＩＣＵ  436,000円/日

ＨＣＵ  211,000円/日

一般  74,000円/日

○重症病床（国直事業）

　病床数×1,500万円＋

　　１床あたり300万加算

　(R2.12.25〜R3.2.28新たに確保

　 した病床）

○患者受入推進事業（県単独）

　受入患者１名　10万円/日

　圏域超え　　　 5万円加算

　ＥＣＭＯ使用　10万円加算

　　R2.12.23〜R3.3.31

○その他病床（国直事業）

　病床数×450万円＋

　　１床あたり300万加算

　(R2.12.25〜R3.2.28新たに確保

　 した病床）

○入院医療機関設

　備整備事業

　・人工呼吸器

　・簡易陰圧装置

　・簡易病室　等

○重点医療機関等

　備整備事業

　・血液浄化装置

　・ＣＴ等

　・生体情報モニター

　・超音波画像診断装置

　　　　　　　　　　等

一般病院

ＩＣＵ  301,000円/日

ＨＣＵ  211,000円/日

一般  71,000円/日

協 力

医療機関

ＩＣＵ  301,000円/日

ＨＣＵ  211,000円/日

一般  52,000円/日

一 般

医療機関

ＩＣＵ　　 97,000円/日

中等症　　 41,000円/日

一般　　　 16,000円/日＋

　　　　　　 16,000円/日(県単独)

備 考 休止病床も補助の対象 休止病床は補助の対象外 R3も継続予定
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第60回静岡県病院学会開催状況
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　第60回静岡県病院学会を開催しました。今回は、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、

会場参加は、会場参加人数を制限し、Ｗeb配信も導入したハイブリッド方式で行い、154人に参加い

ただきました。

　テーマは「新型コロナウイルスの来襲は医療現場に何をもたらしたか」であり、この１年間、医療

現場に大きな影響を与えた新型コロナウイルス感染症について、基調講演とシンポジウムで議論を深

めました。

　資料の一部を掲載して、学会の状況をご報告します。

次　　第

　開　　　　会　　副会長挨拶　公益社団法人静岡県病院協会副会長　　　荻野　和功　氏

　　　　　　　　　来 賓 挨 拶　静岡県健康福祉部長　　　　　　　　　　藤原　　学　氏

　　　　　　　　　　　　　　　一般社団法人静岡県医師会会長　　　　　紀平　幸一　氏

　基 調 講 演　　座　　　長　学術・教育研修部会 部会長 　　　　　　森田　信敏　氏

  （榛原総合病院　院長）

　　　演　題「新型コロナウイルス感染症の実際」

　　　講　師　国立国際医療研究センター　国際感染症センター長　　　　大曲　貴夫　氏

　シンポジウム　　座　　　長　学術・教育研修部会 副部会長 　　　　　鈴木　昌八　氏

  (磐田市立総合病院病院事業管理者兼病院長)

　　　「事例発表」

熱海病院における新型コロナウイルスの経験

　　国際医療福祉大学熱海病院病院長 教授 　　　　　　　　　池田　佳史　氏

COVID-19　ドライブスルーPCR検査からクラスターまで

　　榛原総合病院副院長兼新型コロナウイルス対策チーム長　　金　　憲徳　氏

COVID-19　浜松医療センターの対応

　　浜松医療センター感染症内科医長　　　　　　　　　　　　田島　靖久　氏

　　　「行政説明」

　　　　　新型コロナウイルス感染症　静岡県の現状と対策

　　　　　　　静岡県健康福祉部医療局疾病対策課長　　　　　　　　　　後藤　幹生　氏

　　　「全体討議」

　閉　　　　会　　挨　　　拶　学術・教育研修部会 副部会長 　　　　　上坂　克彦　氏

  （静岡県立静岡がんセンター　病院長）

日　時：令和３年２月27日（土）　13：00〜16：50

会　場：グランディエールブケトーカイ　４階シンフォニー［会場参加＋Ｗeb配信により実施］

テーマ：新型コロナウイルスの来襲は医療現場に何をもたらしたか
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新型コロナウイルス感染症の実際
　国立国際医療研究センター国際感染症センター長の大曲貴夫先生からCOVID-19

患者の血栓傾向や、無症状者の死亡症例、回復者にも高頻度で健康問題が持続し

ていると、抗体調査の結果等、現在判明している新型コロナウイルス感染症の実

際について、ご講義いただきました。

〜基調講演〜
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１　熱海病院における新型コロナウイルスの経験
国際医療福祉大学熱海病院病院長 教授　　池　田　佳　史　先生

〜事例発表〜
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２　COVID-19　ドライブスルーPCR検査からクラスターまで
榛原総合病院副院長兼新型コロナウイルス対策チーム長　　金　　　憲　徳　先生

〜事例発表〜



（17）

３　COVID-19　浜松医療センターの対応
浜松医療センター感染症内科医長　　田　島　靖　久　先生

〜事例発表〜
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　静岡県健康福祉部医療局疾病対策課の後藤幹生課長から静岡県における新型コロナウイルス感染症

の患者発生状況・クラスター発生状況や、流行によるステージの決定、患者を診療する医療機関への

静岡県の支援策等について説明がありました。

基調講演講師、事例発表、行政説明の各氏が参加し、鈴木座長のコーディネートにより、次の課題に

ついて、討議を行いました。

・院内感染のクラスターをどのようにブロックするか

　　病院入口での対策、入院患者に対する検査

　　夜間の救急患者受入時の対応

・関東３都県、関西６府県及び愛知県での患者発生と比べた静岡県の患者発生状況をどう見るか

・ワクチン接種の見通し　など

〜行政説明〜

〜全体討議〜
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